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オープンイノベーション促進税制の概要
〜令和 5 年度税制改正による M&A 型の新設〜

1 オープンイノベーション促進税制の概要 

(1) 概要
オープンイノベーション促進税制（措法 66 の 13）は、令和 2 年度税制改正により創設された。当該税制は⻘⾊申告書を
提出する法⼈で経営資源活⽤共同化推進事業者に該当するものが、出資により特定株式を取得し、かつ、これを取得した
⽇を含む事業年度終了の⽇まで有している場合において、その特定株式の取得価額の 25％以下の⾦額をその事業年度の
確定した決算において特別勘定の⾦額として経理したときは、その経理した⾦額について損⾦の額に算⼊することができる制
度である。

令和 5 年度税制改正においては、新規発⾏株式の取得を対象とした従来の「新規出資型」の⾒直しが⾏われた。また、ス
タートアップの成⻑に資する M&A を後押しするため、発⾏済株式の取得により議決権の過半数を取得する場合に当該取
得を税制の対象とする「M&A 型」が新設された1。

(2) 新規出資型の⾒直し
令和 5 年度税制改正において、新規出資型について以下の⾒直しが⾏われた（措法 66 の 13①、措規 22 の 13③
⼆）。 

1 「オープンイノベーション促進税制 2023 年 4 ⽉ 1 ⽇以降の変更点（令和 5 年度税制改正）」（経済産業省ウェブサイト（PDF））1 ⾴ 

Executive Summary 

 オープンイノベーション促進税制について、令和 5 年度税制改正において新規発⾏株式の取得を対象とする
既存の「新規出資型」の⾒直しに加え、発⾏済株式の取得を対象とする「M&A 型」の新設が⾏われた

 新規出資型については、1 件当たりの所得控除の上限額が 25 億円から 12.5 億円に改正された。また、過
去に新規出資型の証明を受けた出資先のスタートアップ企業に対して⾏う追加出資（新規発⾏株式の取
得）は対象外となった

 M&A 型が新設され、スタートアップの成⻑に資する⼀定の要件を満たす M&A（議決権の過半数を取得）
を⾏った場合、当該発⾏済株式の取得価額の 25％の所得控除が可能となった
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項⽬ 令和 5 年度税制改正後 

対象投資の 
⼀部⾒直し 

 過去に新規出資型の証明を受けた出資先のスタートアップ企業に対して⾏う追加の新規発⾏
株式の取得は対象外 
（追加出資によって議決権の過半数を有することになる場合は M&A 型として対象） 

所得控除上限額の 
⾒直し 

 1 件当たりの所得控除上限額を 25 億円（取得価額換算 100 億円）から 12.5 億円 
（取得価額換算 50 億円）に引下げ 

 M&A 型と合わせて 1 事業年度当たり 125 億円（取得価額換算 500 億円）まで  

(3) 改正後の適⽤要件及び優遇措置の内容 
令和 5 年度税制改正において新設された M&A 型を含むオープンイノベーション税制の改正後の適⽤要件及び優遇措置の
内容は、以下のとおりである。 

項⽬ 新規出資型 M&A 型（新設） 

対象法⼈ 
（出資側）要件  

 以下の要件を満たす事業会社（対象法⼈）であること（措法 66 の 13①、国内外における
経営資源活⽤の共同化に関する調査に関する省令（以下「経産令」）2 の①、国内外にお
ける経営資源活⽤の共同化に関する調査に関する省令の規定に基づく 経済産業⼤⾂の証
明に係る基準（以下「基準」）3①） 
 ⻘⾊申告書を提出する法⼈ 
 ⾃らの経営資源以外の経営資源を活⽤し、⾼い⽣産性が⾒込まれる事業を⾏うこと

⼜は新たな事業の開拓を⾏うことを⽬指す株式会社等（特定事業活動を⾏うもの） 
 以下のいずれかの法⼈形態であること 

 株式会社 
 相互会社 
 中⼩企業等協同組合 
 農林中央⾦庫 
 信⽤⾦庫及び信⽤⾦庫連合会 

※当該対象法⼈が主体となる CVC（コーポレート・ベンチャーキャピタル）を経由して出資す
る場合も対象となる（基準 3②） 

出資 
要件 

取得 
株式 

資本⾦の増加を伴う現⾦による出資であ
ること（措法 66 の 13①） 

発⾏法⼈以外の者からの購⼊により取得する
発⾏済株式で、その取得により議決権の過半
数を有することとなるものであること（措法 66
の 13①） 

下限 

 対象法⼈が⼤企業：1 億円／件 
 対象法⼈が中⼩企業：1,000 万円／

件 
 海外法⼈への出資：⼀律 5 億円／件 

（経産令 3①⼀） 

 5 億円／件 
（海外法⼈への出資は対象外） 
（経産令 3①⼆） 

保有 
期間 

取得株式の 3 年以上の保有を予定して
いること（措令 39 の 24 の 2①⼆イ） 

取得株式の 5 年以上の保有を予定しているこ
と（措令 39 の 24 の 2①⼆ロ） 

出資 
⽬的 

 純投資等を⽬的とする出資ではないこと（経産令 3①⼀、基準 4） 
 オープンイノベーションに向けた取組の⼀環で⾏われる出資であること（措法 66 の 13①、産競

法 2㉕、産競規 2①⼆ハ） 
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スタートアッ
プ企業

（受け⼿
側）要件 

要件 

以下の①〜⑩を満たす法⼈（産競規 2） 
① 株式会社 
② 設⽴ 10 年未満（売上⾼研究開発費率が 10%以上かつ営業損失あり：設⽴ 15 年未

満） 
③ 未上場・未登録 
④ 既に事業を開始している 
⑤ 対象法⼈とのオープンイノベーションを⾏っている⼜は⾏う予定 
⑥ ⼀つの法⼈グループが株式の過半数を有していない 
⑦ 法⼈以外の者（LPS、⺠法上の組合、個⼈等）が 3 分の 1 超の株式を有している 
⑧ 対象法⼈が議決権の過半数を有していない（M&A 型の場合は要件外） 
⑨ ⾵俗営業⼜は性⾵俗関連特殊営業を営む会社でない 
⑩ 暴⼒団員等が役員⼜は事業活動を⽀配する会社でない  

外国 
法⼈ 対象（経産令 3①⼀） 対象外（経産令 3①⼆） 

優遇措置
の内容 

所得 
控除 株式の取得価額の 25％を課税所得から控除（措法 66 の 13①） 

控除 
上限額 

12.5 億円（取得額換算 50 億円）／
件（措法 66 の 13①⼀） 

50 億円（取得額換算 200 億円）／件 
（措法 66 の 13①⼆） 

新規出資型・M&A 型合算で 1 事業年度当たり 125 億円（取得価額換算 500 億円）ま
で（措法 66 の 13①） 

 

(4) 特別勘定の取崩しによる益⾦算⼊ 
対象法⼈がオープンイノベーション促進税制において所得控除を受けるためには、対象となる取得株式（特定株式）の
25％以下の⾦額を特別勘定の⾦額として経理する必要がある（措法 66 の 13①）。 

対象法⼈は、当該特別勘定を維持する必要があり、（新規出資型は株式取得⽇から 3 年以内に）任意に特別勘定を
取り崩した場合、特別勘定を取り崩し、取り崩した事業年度において益⾦算⼊する必要がある（措法 66 の 13⑪）。 

また、⼀定期間（新規出資型は株式取得⽇から 3 年、M&A 型は 5 年）の間にスタートアップ企業とオープンイノベーション
を継続していると認められない等の場合には、特別勘定を取り崩し、取り崩した事業年度において益⾦算⼊する必要がある
ため、オープンイノベーションの税制メリットが消失してしまう（措法 66 の 13⑨、措規 22 の 13⑥、経産令 4②）。 

さらに、M&A 型については、M&A から 5 年以内に次の成⻑要件のいずれかを達成して証明を受けない場合も特別勘定を
取崩し及び益⾦算⼊する必要がある（措法 66 の 13⑩、措規 22 の 13⑦、経産令 4③）。 

M&A 型における成⻑要件2  
A：売上⾼成⻑類型 B：成⻑投資類型 C：研究開発特化類型 

M&A 時点
の要件  

 売上⾼≦10 億円 
 売上⾼に対する研究開発費＋

設備投資の⽐率≧5％ 

 売上⾼≦4.2 億円 
 売上⾼に対する研究開発費の

⽐率≧10％ 
 営業利益＜0 

成
⻑
要
件 

成
⻑
投
資 

 

 研究開発費≧4.6 億円 
 研究開発費成⻑率≧1.9 倍 

or 
 設備投資≧0.7 億円 
 設備投資成⻑率≧3.0 倍 

 研究開発費≧6.5 億円 
 研究開発費成⻑率≧2.4 倍 
 研究開発費増加額≧株式取

得価額の 15％ 

事
業
成
⻑ 

 売上⾼≧33 億円 
 売上⾼成⻑率≧1.7 倍 

 売上⾼≧1.5 億円 
 売上⾼成⻑率≧1.1 倍  

 

2 「オープンイノベーション促進税制（M&A 型）申請ガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））45 ⾴ 
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(5) 対象株式取得期限 
令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇までに取得した株式が対象である。 

(6) ⼿続 
オープンイノベーション促進税制の適⽤を受けるためには、経済産業⼤⾂による証明書の交付を受け、法⼈税申告書と共に
証明書を税務署に提出する必要がある（措法 66 の 13⑱、措規 22 の 13⑫、経産令 4①、基準 6④）。 

税制の適⽤を受けるための⼿続フローは以下のとおりである3.4。 

1. 経済産業省への事前相談（出資／M&A の前後いずれかのタイミング） 
2. スタートアップ企業への出資／M&A 
3. 経済産業⼤⾂への証明書交付申請（事業年度末の 60 ⽇前〜30 ⽇後） 
4. 経済産業⼤⾂による証明書の交付（申請から 60 ⽇以内） 
5. 税務申告 
 
また、適⽤後も株式取得⽇から⼀定期間（新規出資型は株式取得⽇から 3 年、M&A 型は 5 年）を経過するまで毎事
業年度、スタートアップ企業とのオープンイノベーションに継続して取り組んでいることについて継続証明書の交付を受ける必要
がある（経産令 4②、基準 6⑧）。さらに、M&A 型は、M&A から 5 年以内に成⻑要件の達成に係る成⻑発展証明書
の交付申請が必要である（基準 6⑪）。なお、継続証明書及び成⻑発展証明書の法⼈税申告書への添付は不要であ
る5.6。 
 

2 令和 6 年度税制改正要望 

現⾏のオープンイノベーション促進税制の適⽤期限は令和 5 年度末までであるが、「令和 6 年度税制改正要望事項」7にお
いて、経済産業省より令和 7 年度末までの 2 年間の適⽤期限の延⻑が要望されている。実際の延⻑の可否は令和 6 年
度税制改正⼤綱による公表が待たれるところである。 

 
（東京事務所 三浦 正暁、井上 誠） 

 

※本ニュースレターの執筆は、令和 5 年 12 ⽉ 1 ⽇現在の情報に基づくものである。 

 

 

 

  

 

3 「オープンイノベーション促進税制（新規出資型）申請ガイドライン（C）」（経済産業省ウェブサイト（PDF））32 ⾴ 
4  「オープンイノベーション促進税制（M&A 型）申請ガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））29 ⾴ 
5 「オープンイノベーション促進税制（新規出資型）申請ガイドライン（C）」（経済産業省ウェブサイト（PDF））35 ⾴ 
6 「オープンイノベーション促進税制（M&A 型）申請ガイドライン」（経済産業省ウェブサイト（PDF））32,44 ⾴ 
7 「令和６年度税制改正要望」（財務省ウェブサイト（PDF））05-1 ⾴ 
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過去のニュースレター 

過去に発⾏されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
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